
∥後期高齢者医療制度∥ 

■後期高齢者医療制度とは 

 平成２０年４月１日から老人保健制度に代わり、「後期高齢者医療制度」が始まりま

した。 

 ７５歳（一定の障害がある人は６５歳）以上の人は、この制度で医療を受けることに

なり、現在加入している医療保険を抜けて、後期高齢者医療制度に加入することになり

ます。 

 この制度では、青森県内すべての市町村で組織する「青森県後期高齢者医療広域連合」

が保険者となり、保険料の決定、医療の給付などを行い、医療保険制度を運営します。 

 横浜町は、保険料の徴収や、各種申請・届出の受付、保険証の引き渡しなどの窓口業

務を行います。 

※詳しくは「青森県後期高齢者医療広域連合」のホームページをご覧ください。 

URL：http://www.aomori-kouikirengou.jp/ 

 

■被保険者となる対象者 

・７５歳以上の人 

・６５歳以上７５歳未満の人のうち、一定の障害がある人で、障害認定を受けている

人 

 ●後期高齢者医療制度の障害認定について 

  後期高齢者医療制度では、一定の障害がある人は、申請により６５歳から加入する

ことができます。 

障害認定の要件（次のいずれかに該当する人） 

・ 身体障害者手帳１級、２級、３級、４級の一部に該当する人 

・ 精神障害者保健福祉手帳１級および２級に該当する人 

・ 愛護手帳 A に該当する人 

・ 障害年金１・２級の受給者 

 〈申請に必要なもの〉 

・加入している医療保険（国保・被用者保険等）の保険証 

・障害者手帳、障害年金証書等（障害の程度を証明するもの） 

・本人の認印 

・マイナンバーのわかる物（個人番号カード、通知カード等） 

●障害認定の取り下げについて 

 ７５歳未満の方は障害認定を取り下げることにより、後期高齢者医療の被保険者

資格を喪失することができ、その場合は国民健康保険または被用者保険（健康保険

組合や共済組合など）に加入することになります。 

http://www.aomori-kouikirengou.jp/


■保険証 

 被保険者には、1 人に１枚、免許証サイズの後期高齢者医療被保険者証（保険証）が

交付されます。 

 医療機関等にかかる際は、窓口に提示してください。 

 また、紛失したり破損したときは、再発行の申請をしてください。 

〈再発行の申請に必要なもの〉 

 ・被保険者本人の認印 

 ・マイナンバーのわかる物（個人番号カード、通知カード等） 

 

■医療機関等での窓口での窓口負担 

 医療機関等での窓口負担は、一般・低所得世帯の方は１割負担、現役並み所得世帯の

方は３割負担となります。（それぞれの保険証に記載されています。） 

※自己負担割合は、毎年７月に前年の所得から判定し、８月１日から適用します。判定

の結果、負担割合に変更のある方には、新しい負担割合を記載した保険証を交付します。 

 

 ●所得区分と自己負担割合について 

所得区分 負担割合 判 定 基 準 

現役並み所得者

Ⅲ（690 万円以上） 

３割 

同一世帯に課税所得者が１４５万円以上の後期高齢

者医療制度被保険者がいる人。ただし、被保険者の収

入の合計が２人以上の場合は５２０万円未満、１人の

場合は３８３万円未満であると申請した場合は１割

負担となります。 

現役並み所得者

Ⅱ（380 万円以上） 

現役並み所得者

Ⅰ（145 万円以上） 

一般 １割 
現役並み所得者、低所得者Ⅱ、低所得者Ⅰのいずれに

も該当しない人。 

低所得者Ⅱ １割 
同一世帯の全員が住民税非課税の人。（低所得者Ⅰ以

外の人） 

低所得者Ⅰ １割 
同一世帯の全員が住民税非課税で、所得区分ごとに必

要経費・控除額を差し引いた後の金額が０円になる人 

 

■保険料の額 

 後期高齢者医療制度では、１人ひとりに保険料を納めていただくことになります。保

険料の額は、青森県後期高齢者医療広域連合で算定され、被保険者１人当たりの「均等

割額」と「所得割額」の合計が保険料となります。 

 なお、保険料は２年ごとに見直されることになっています。 



 

１人あたりの     均等割額       所得割額 

 保険料年額  ＝ 被保険者１人あたり  ＋ （総所得金額等－基礎控除額） 

（限度額６２万円） （４０，５１４円）     ×所得割率７．４１％ 

※制度加入の前日において、健康保険組合や共済組合などの被用者保険の被扶養者であ

った方の特例措置として、 

所得割額の負担はなく、均等割額が５割軽減されます。 

 

●均等割額の軽減 

 所得が低い方は、世帯の所得に応じて保険料の均等割額が軽減されます。 

総所得金額等が下記の基準を超えない世

帯 

均等割額の軽減割合 

（カッコは軽減後の均等割額） 

①  基礎控除額（３３万円） ８．５割軽減（６，０７７円） 

※上記のうち、世帯内の被保険者全員が

年金収入８０万円以下でその他の所得が

０円の場合は 

９割軽減（４，０５１円） 

②  基礎控除額（３３万円）＋ 

２７,５万円×被保険者の数 

（被保険者である世帯主を除く） 

５割軽減（２０，２５７円） 

③  基礎控除額（３３万円）＋ 

５０万円×被保険者の数 
２割軽減（３２，４１１円） 

 

●制度加入直前に被用者保険の被扶養者だった方の保険料の特例措置 

制度加入の前日において被用者保険（旧政府管掌健康保険、健康保険組合、共済組合

など）の被扶養者だった方は、これまで保険料を負担してこなかったことから、保険料

の均等割額が５割軽減され、所得割額は負担なしとなっています。 

 

●保険料の納め方 

 年金が年額１８万以上の方は、保険料は年金から天引き（特別徴収）となります。そ

れ以外の方は、納付書や口座振替で個別に納めます（普通徴収）。 

 また、介護保険料とあわせて保険料が年金受給額の２分の１を超える場合は、天引き

されません。 

 

●保険料の滞納 

特別な理由が無く保険料を滞納した場合は、通常の保険証より有効期間の短い短期被

保険者証が発行されます。 

 また、滞納が１年以上続いた場合には保険証を返還してもらい、資格証明書が交付さ

れます。資格証明書で診療を受けるときは、医療費がいったん全額自己負担になります。 



 

■受けられる給付 

●入院時食事療養費 

 世帯全員が住民税非課税で低所得Ⅱ・Ⅰに該当する方で、申請により交付を受けた「限

度額適用・標準負担額減額認定証」を医療機関に提示することにより標準負担額が減額

されます。 

所得区分 
標準負担額 

（一食あたり） 

現役並み所得者及び一般 ４６０円 

低所得Ⅱ 

９０日までの入院 ２１０円 

過去１２ケ月で 

９０日を超える入院 
１６０円 

低所得Ⅰ １００円 

 

●入院時生活療養費 

 療養病床に入院する方は、食事と居住費を負担することになります。低所得者区分を

受けるためには、「限度額適用・標準負担額減額認定証」を医療機関に提示してくださ

い。 

所得区分 一食あたりの食費 １日あたりの居住費 

現役並み所得

者及び一般 

入院時生活療養(Ⅰ)を算定

する医療機関に入院して

いる方(注１) 

４６０円 

３７０円 

入院時生活療養(Ⅱ)を算定

する医療機関に入院して

いる方(注２) 

４２０円 

低所得者Ⅱ 
２１０円 

低所得者Ⅰ 年金受給者 80 万円以下等 １３０円 

老齢福祉年金受給者 １００円 ０円 

(注１)栄養士による食事療養が行われているなど一定の要件を満たす届出をしている 

 

 保険医療機関に入院のとき 

(注２)(注１)以外の保険医療機関に入院のとき 

 

 



 

●高額療養費 

 １ヶ月に支払った医療費の自己負担額が一定の限度額を超えた場合は、申請して認め

られると限度額を超えた分が高額療養費として払い戻されます。 

所得区分 外来 

（個人単位） 

外来＋入院 

（世帯単位） 

現役並み所得者Ⅲ 
２５２，６００円＋（医療費-８４２，０００円）×１％ 

（４回目以降は１４０，１００円） 

現役並み所得者Ⅱ 
１６７，４００円＋（医療費-５５８，０００円）×１％ 

（４回目以降は９３，０００円） 

現役並み所得者Ⅰ 
８０，１００円＋（医療費-２６７，０００円）×１％ 

（４回目以降は４４，４００円） 

一般 １８，０００円 
５７,６００円 

（４回目以降は４４，４００円） 

低所得者Ⅱ 
８，０００円 

２４，６００円 

低所得者Ⅰ １５，０００円 

 課税所得が１４５万円以上２１３万円未満の方（または収入の合計が高齢者２人以上

世帯で５２０万円以上世帯で５２０万円以上６２１万円未満、高齢者１人世帯で３８３

万円以上３８３万円未満と申請した場合）は、医療費が高額になったときの自己負担限

度額についてのみ「現役並み所得者」ではなく「一般」を適用します。 

 

●高額介護合算療養費 

 医療費が高額になった世帯に介護保険の受給者がいる場合、医療保険と介護保険の両

方の自己負担を年間で合算し、所得区分に応じた限度額を超えた金額を支給します。 

所得区分 限度額 

現役並み所得者Ⅲ ２１２万円 

現役並み所得者Ⅱ １４１万円 

現役並み所得者Ⅰ ６７万円 

一般 ５６万円 

低所得者Ⅱ ３１万円 

低所得者Ⅰ １９万円 

 

●療養費 

 急病などで保険証を持たずに診療を受けたときなどは、医療費をいったん全額自己負

担しますが、後日申請により認められると、自己負担分を除いた額が交付されます。 

 

 



 

●移送費 

 緊急の場合などのやむを得ない理由で、医師の指示による転院などの移送に費用がか

かったとき、広域連合が必要と認めた場合に支給されます。 

 

●訪問介護療養費 

主治医の指示で訪問介護を利用した時は、医療費の１割負担となります。（現役並み所

得者は３割負担） 

●葬祭費 

 被保険者が亡くなった場合、葬祭を行った方に５０，０００円が支給されます。 

 

お問い合わせ先 

町民課 町民グループ 

電話 0175-78-2111（内線 212・216） 

 


